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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式がないため「―」で表示しており

ます。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

４ 純資産額の算定にあたり、第62期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第60期中 第61期中 第62期中 第60期 第61期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 12,511 18,258 15,737 54,325 68,152

経常利益 (百万円) △3,337 △3,067 △3,615 1,507 2,706

中間（当期）純利益 (百万円) △1,945 △2,357 △2,622 1,161 1,454

純資産額 (百万円) 39,332 40,356 40,336 42,589 43,880

総資産額 (百万円) 66,626 75,924 74,291 90,286 84,272

１株当たり純資産額 (円) 460.54 472.16 477.01 499.11 522.65

１株当たり 
中間（当期）純利益金額

(円) △22.58 △27.63 △31.28 13.54 16.64

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益金額

(円) ― ― ─ ― ─

自己資本比率 (％) 59.0 53.2 53.8 47.2 52.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,263 7,121 9,908 525 1,231

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,139 △68 △575 △1,385 △110

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △921 △8,389 △6,148 2,797 △5,036

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 7,813 7,210 8,163 8,520 4,769

従業員数 (人) 2,009 2,750 2,777 2,761 2,832



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式がないため「―」で表示しており

ます。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

４ 純資産額の算定にあたり、第62期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

  

回次 第60期中 第61期中 第62期中 第60期 第61期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 11,022 11,702 9,948 49,574 50,854

経常利益 (百万円) △3,005 △2,484 △2,650 710 1,617

中間（当期）純利益 (百万円) △1,733 △1,759 △1,685 582 701

資本金 (百万円) 7,393 7,393 7,393 7,393 7,393

発行済株式総数 (株) 86,656,510 86,656,510 86,656,510 86,656,510 86,656,510

純資産額 (百万円) 38,741 39,547 38,680 41,193 41,616

総資産額 (百万円) 60,594 64,509 63,083 70,186 72,268

１株当たり純資産額 (円) 453.62 462.68 461.32 482.75 495.67

１株当たり 
中間（当期）純利益金額

(円) △20.12 △20.63 △20.10 6.80 7.78

潜在株式調整後１株当 
たり中間（当期）純利益

(円) ― ― ─ ― ─

１株当たり配当額 (円) ― ― ─ 7.50 10.00

自己資本比率 (％) 63.9 61.3 61.3 58.7 57.6

従業員数 (人) 1,532 1,497 1,496 1,517 1,479



２ 【事業の内容】  

  

当社の企業集団は、当社を含む25社（当社、子会社21社および関連会社3社）で構成され、建設コンサ

ルタント事業および電力エンジニアリング事業を主な事業の内容とし、その他サービス等の事業活動を展

開しております。 

当中間連結会計期間における主要な関係会社の異動は、事業の種類別セグメントごとに示すと次のとお

りであります。 

  

［建設コンサルタント事業］  

同事業における重要な変更はなく、同事業を主な事業とする連結子会社は5社、非連結子会社は9社、関

連会社は2社の合計16社となります。 

  

［電力エンジニアリング事業］ 

同事業における重要な変更はなく、同事業を主な事業とする連結子会社は1社、非連結子会社は1社、関

連会社は2社の合計4社となります。 

  

［その他の事業］  

同事業における重要な変更はなく、その他の事業を主な事業とする連結子会社は3社、非連結子会社は1

社の合計4社となります。  

  

  



 



  

  

３ 【関係会社の状況】 

当連結会計期間において、英国工営(株)が新たに連結子会社となっております。 

 
  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

名称 住所
資本金 
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の
所有割合

関係内容

英国工営(株) 東京都千代田区 20  海外建設コンサルタント事業 100.0%  
当社からコンサルティン
グ業務を受託しておりま
す。(役員の兼務 ２名)

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

国内建設コンサルタント事業 1,616

海外建設コンサルタント事業 441

電力機器・装置事業 283

電力等工事事業 150

その他の事業 211

全社(共通) 76

合計 2,777

従業員数(人) 1,496



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当上半期におけるわが国経済は、個人消費や民間設備投資といった内需に加え輸出も引き続き堅調に

推移し、雇用情勢も改善したため、景気は拡大基調が続きました。 

 日本工営グループを取り巻く経営環境は、電力会社の設備投資等が増加したものの、政府の財政改革

に伴う歳出削減により、公共事業およびわが国ＯＤＡ(政府開発援助)予算が引き続き縮減し、既存事業

分野の市場規模が縮小するとともに、価格競争が激化するなど厳しい状況で推移しました。 

このような状況のもとで当社グループは、プロポーザル（技術提案）方式案件での受注確度向上等に

よる既存事業分野でのシェア拡大、当社事業部門間・グループ企業間の連携強化などに努めるととも

に、人件費をはじめとする固定費の削減を徹底しコスト構造の改善を図り、事業環境の変化に耐えうる

企業体質の一層の強化を進めてまいりました。さらに、関係会社の再編をいっそう進めグループ企業の

経営効率の向上に努めてまいりました。 

当上半期の業績については、受注高は、昨年同期の受注伸長に寄与したイラクの戦後復興支援関連業

務などが減少したこともあり、6.2%減の345億4千万円にとどまりました。売上高につきましては、前年

度に比べ売上計上時期が下半期に偏ったため、前年同期に比べ13.8%減の157億3千7百万円となりまし

た。 

 収益面につきましては、経常損失は36億1千5百万円、中間純損失は26億2千2百万円となりました。 

 

 事業の種類別セグメントの概況は次のとおりです。 

  

[国内建設コンサルタント事業] 

同事業は、道路、橋梁など交通運輸関係分野の受注が増加するとともに、下水道施設の計画・実施設

計など生活環境分野の受注が順調に増加しましたが、都市開発などの分野で受注が減少したため、受注

高はほぼ前年並みの207億5千3百万円となり、売上高につきましては、前年同期比12.1%減の75億4千7百

万円となりました。 

  

[海外建設コンサルタント事業] 

同事業は、鉄道などの交通運輸、農業・灌漑の分野が順調に増加するとともに、将来の円借款案件を

形成する調査を数多く受注しました。しかしながら、水資源開発などの分野で大型案件の成約時期が遅

れていることもあり、受注高は前年同期比20.8%減の66億8千2百万円となり、売上高につきましては、

前年同期比7.9%減の41億9千4百万円となりました。 

  

[電力機器・装置事業] 

同事業は、水力発電プラントを中心とする水車発電機器の分野で受注が増加するとともに、新しい変

電制御システムを組み込んだ変電所の集中監視制御装置を新たに受注しました。しかしながら、遠方監

視制御装置や監視制御盤などの受注が伸び悩みコンピュータ関連制御システム分野が減少したため、受

注高は前年同期に比べ20.4%減の46億5千3百万円となりました。売上高につきましては、前年度に比べ

売上計上時期が下半期に偏ったため、前年同期比37.4%減の20億8百万円となりました。 



  

[電力等工事事業] 

同事業は、民間会社への省エネルギー診断業務など新規分野の受注が順調に推移するとともに、電力

会社発注の大型変電工事の成約もあり、受注高は前年同期を大きく上まわり81.6%増の19億9千2百万円

となりました。売上高につきましては、前年同期比4.4%減の10億5千6百万円となりました。 

  

[その他の事業] 

不動産賃貸事業、ソフトウェアの開発・販売を中心とするその他事業は、移動体通信関係のソフトウ

ェア開発の売上が増加したため、売上高は前年同期比15.1%増の9億3千1百万円となりました。 

  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の回収等により99億8百万円(前年同期比27億8千6百

万円の増加)となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売買等によりマイ

ナス5億7千5百万円（前年同期比5億6百万円の減少）となりました。財務活動によるキャッシュ・フロ

ーは、短期借入金の減少等によりマイナス61億4千8百万円（前年同期比22億4千万円の増加）となりま

した。その結果、現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は、前連結会計年度末に比べ33億9

千4百万円増加(前年同期比9億5千2百万円の増加)の81億6千3百万円となりました。 

  

(3) 事業等のリスク 

  

 （業績の下期偏重について） 

当社グループは、建設コンサルタント事業および電力エンジニアリング事業を主な事業の内容として

おりますが、主に建設コンサルタント事業におきましては、売上高のうち官公庁から受注する業務の完

了時期が年度末（3月）に集中することから、当社グループの売上高は下半期に約7～8割と偏る傾向が

あります。 

  

 （主要顧客との取引について） 

建設コンサルタント事業におきましては、国内の官公庁向および外国政府などに対する売上高の依存

度が約9割と高く、国内では公共投資の動向に、海外ではわが国のＯＤＡ予算の動向に影響を受ける傾

向があります。 

電力エンジニアリング事業におきましては、東京電力株式会社に対する売上高の依存度が約7割と高

く、同社の電力設備投資等の動向に影響を受ける傾向があります。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 受注実績 

  

 
  

(2) 売上実績 

  

 
（注）１ 当連結企業集団では生産実績を定義することが困難であるため「生産状況」は記載しておりません。 

２ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

３ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

４ 主な相手先別の売上実績および総売上実績に対する割合は次のとおりであります。 

 
  

区分 当中間連結会計期間(百万円) 前年同期比(％)

当期受注高

 国内建設コンサルタント事業 20,753 △2.2

 海外建設コンサルタント事業 6,682 △20.8

 電力機器・装置事業 4,653 △20.4

 電力等工事事業 1,992 81.6

 その他の事業 457 97.4

合計 34,540 △6.2

受注残高

 国内建設コンサルタント事業 29,830 △1.9

 海外建設コンサルタント事業 25,664 1.8

 電力機器・装置事業 4,779 △14.1

 電力等工事事業 1,939 122.0

 その他の事業 155 872.1

合計 62,369 0.5

区分 当中間連結会計期間(百万円) 前年同期比(％)

国内建設コンサルタント事業 7,547 △12.1

海外建設コンサルタント事業 4,194 △7.9

電力機器・装置事業 2,008 △37.4

電力等工事事業 1,056 △4.4

その他の事業 931 15.1

合計 15,737 △13.8

相手先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

東京電力㈱ 3,023 16.6 2,337 14.9



３ 【対処すべき課題】 

今後の経営環境は、電力会社の設備投資等は増加に転じたものの、引き続き政府の財政改革に伴う歳出

削減により、公共事業およびわが国ＯＤＡ予算（一般会計）の縮減と価格競争の激化が続くと予想され、

今後とも厳しい状況で推移するものと考えられます。 

このような状況のもとで当社グループとしては、中期経営計画に基づいた以下の具体的施策を鋭意断行

し、総力をあげて業績の向上に取り組んでまいります。 

  

(1) 重点事業分野の強化 

総合防災分野におけるトップシェアを引き続き確保するとともに、水資源開発、交通運輸、環境ア

セスメント・環境計画、変電所の制御装置などのコンピュータ関連制御システムなど、当社グループ

が得意としてきた分野を重点に受注シェアの拡大に注力してまいります。また、当社の独自技術を活

かせる地盤基礎分野においても差別的価値を提供し受注シェアの拡大を図ります。 

公共事業の情報関連、社会資本のリニューアル・維持管理やアセットマネジメント業務、都市地域

整備事業、平和構築・復興支援や貧困削減・人間の安全保障などの社会開発、電力関連施設のリニュ

ーアル事業など今後成長が見込まれる分野においても、必要な人材の確保や技術開発の推進を図るな

ど、重点的に経営資源を投入し受注拡大に努めてまいります。 

  

(2) 高付加価値業務の提案能力強化 

プロポーザル（技術提案）方式による受注拡大のため、プロポーザル内容の事前審査機能を強化す

るとともに、当社グループに蓄積された技術・ノウハウを活用した提案営業を強化します。また、英

国に活動の拠点を置く戦略子会社である英国工営(株)などとの連携や当社海外事務所の営業体制の強

化により顧客への提案力強化に努め、円借款案件等の受注増加を図ります。 

  

(3) 業務効率化の徹底 

グループ企業の再編と事務業務の集中化、事業所の統廃合などを通じて固定費のさらなる圧縮を図

るとともに、徹底した収益管理システムにより生産効率の向上を図り利益構造を改善します。また、

システムの高度化を一層進めるとともに教育研修の充実にも努め業務の効率化を徹底する一方、業績

や貢献に応じた処遇を充実し、高い成果を生み出す社員の志気をさらに高める施策を実行するなどし

て、引き続き企業体質の強化に努めてまいります。 

  

(4) 当社事業部門間・グループ企業間の連携強化 

国内事業において蓄積した防災技術を海外の災害復旧事業へ適用するなど当社事業部門間での連携

を強化するとともに、玉野総合コンサルタント(株)の都市開発技術や日本シビックコンサルタント

(株)の地下開発技術などグループ企業の得意とする技術を生かし、相互のシナジー（相乗）効果を高

め、グループ全体の企業価値を向上させてまいります。また、当社は本年10月より社内カンパニー制

から事業本部制に移行しましたが、人材の事業部門間の異動を活発化させてその効率的活用を促進す

るなど事業運営の最適化に努めてまいります。 

   

当社グループは、コンプライアンスを企業経営の基盤と位置付けその徹底を図っておりますが、引き続

きコンプライアンス経営の実効性が高まるよう努めてまいります。 

  

当社グループを取り巻く経営環境は、引き続き厳しい状況で推移するものと予想されます。「統合と集



中」により、事業運営の最適化・効率化を進め、グループ全体の長期的な発展に努めてまいります。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループは、「技術を軸に社会に貢献する」をモットーに、技術の適切な活用を通して人々の安全

で快適な生活環境の実現に努めております。その技術の拠点となりますのが、当社の中央研究所および日

本工営パワー・システムズ(株)であり、各々、鋭意技術開発活動を推進しております。 

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は1億2千1百万円でありました。 

  

（国内建設コンサルタント事業および海外建設コンサルタント事業） 

当事業における研究開発は、中央研究所を拠点に、多様な建設コンサルティング・サービスに係わる研

究課題に積極的に取り組んでおります。また、研究成果のスピード化および実用化貢献度の評価のため

に、修正リターン・マップ法による研究モニタリングを実施しています。当中間連結会計期間の主な研究

開発は次のとおりであります。 

  

(1) 数値解析技術の高度化および汎用ソフトアプリケーションの研究開発 

２・３次元水理解析の実践的応用に関する研究、ニューラルネットワークなどソフトコンピューティ

ング技術の応用研究、老朽構造物の耐震性および終局耐荷力評価ソフトの開発、水文アプリケーショ

ン・ソフト（ＮＫ－ＧＩＡＳ）の開発 

(2) 国土防災に係わる研究開発 

地すべり地の地下水排除工設計支援システムの開発、土石流検知システムの高度化研究、断層モデル

による地震動策定技術および即時被害予測システムの開発、遠心載荷模型実験装置を用いた地盤の液状

化によるマンホールの浮き上がり現象の研究、斜面崩壊の発生および土砂移動の堆積予測に関する研究

(3) 環境保全に係わる研究開発 

土壌微生物を利用した営農地における土砂流防止技術の開発、地球温暖化対策への森林の持続的利用

に関する研究、下水道の簡易合流改善装置の開発、地下水汚染および水質浄化に関する研究 

(4) 性能照査およびマネジメント支援システムの研究開発 

複合構造物の性能照査技術に関する研究、社会資本整備のリスク評価・事業評価に関する研究 

(5) 海外研究機関との技術交流 

中国同済大学，北京工業大学，清華大学との定期技術交流活動の実施 

  

当事業における研究開発費は7千2百万円でありました。 

  

（電力機器・装置事業および電力等工事事業） 

当事業における研究開発は、主として日本工営パワー・システムズ(株)によって行われており、当中間

連結会計期間の主な研究開発は次のとおりであります。 

  

(1) 改良型同期投入指令装置の開発 

現行の同期並列指令装置の改良型として、ＨＭＩ（ヒューマンインターフェース）機能を採用して操

作性の向上を図り、長期の生産・保守を考慮したコストダウン形装置の開発 



(2) 標準ＴＣＩＦ、保全システムの開発 

変電所集中監視制御システムの２階層制御への変更に伴い、既設システムを介して直接制御回線と既

設ＴＣ装置（遠方監視制御装置）間の情報授受を行う中核の装置となる標準ＴＣＩＦ（ＴＣインターフ

ェース）装置と現行システムに代る監視・保守を目的とした保全システムの開発 

  

当事業における研究開発費は4千9百万円でありました。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前連結会計年度末において、計画中または実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 189,580,000

計 189,580,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月22日)

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名

内容

普通株式 86,656,510 86,656,510 東京証券取引所市場第１部 ―

計 86,656,510 86,656,510 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日

─ 86,656,510 ─ 7,393 ─ 6,092



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
(注)上記のほか、当社所有の自己株式2,808千株(3.2%)があります。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 上記「完全議決権株式(その他)」および「単元未満株式」の中には、証券保管振替機構名義の株式が 

それぞれ20,000株(議決権20個)および812株含まれております。 
２ 上記「単元未満株式」の中には、当社所有の自己株式329株が含まれております。 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 4,089 4.7

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 3,820 4.4

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番１１号 3,654 4.2

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 3,652 4.2

モルガン・スタンレー・アンド・
カンパニー・インターナショナ
ル・リミテッド 
（常任代理人 モルガンスタンレ
ー証券株式会社東京支店）

東京都渋谷区恵比寿４丁目２０番３号
恵比寿ガーデンプレイスタワー

2,971 3.4

国際航業株式会社 東京都千代田区六番町２番地 2,600 3.0

こうえい社員持株会 東京都千代田区麹町５丁目４番地 2,236 2.6

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社

東京都港区浜松町２丁目１１番３号 1,728 2.0

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号
日本生命証券管理部内

1,349 1.6

東京電力株式会社 東京都千代田区内幸町１丁目１番３号 1,262 1.5

計 27,363 31.6

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 2,808,000 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 81,920,000 81,920 ―

単元未満株式 普通株式 1,928,510 ―
１単元(1,000株)未満の
株式

発行済株式総数 86,656,510 ― ―

総株主の議決権 ― 81,920 ―



② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 
(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第１部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。 

   

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式）
日本工営株式会社 
 

東京都千代田区麹町 
５丁目４番地

2,808,000 ─ 2,808,000 3.2

計 2,808,000 ─ 2,808,000 3.2

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 481 467 372 340 344 344

最低(円) 440 357 304 284 304 310



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間連結財務諸

表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間連

結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)及び当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸

表並びに前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けて

おります。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額 
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額 
(百万円)

構成比 
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金及び預金 7,326 8,178 4,785

   受取手形及び売掛金 (注4,6) 7,173 6,241 27,435

   有価証券 4 45 4

   たな卸資産 17,898 17,880 10,239

   繰延税金資産 2,344 2,796 1,621

   その他 2,294 1,945 1,997

   貸倒引当金 △443 △351 △530

   流動資産合計 36,598 48.2 36,736 49.4 45,552 54.1

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

    建物及び構築物 (注1,2) 10,278 9,599 9,899

    機械装置及び運搬具 (注1) 665 588 631

    土地 (注2) 13,285 13,152 13,166

    その他 (注1) 464 466 431

    有形固定資産合計 24,693 32.5 23,807 32.0 24,129 28.6

 ２ 無形固定資産

    連結調整勘定 2,924 ― 2,770

    のれん ― 2,637 ―

    その他 1,050 755 886

    無形固定資産合計 3,974 5.2 3,392 4.6 3,657 4.3

 ３ 投資その他の資産

    投資有価証券 8,049 8,530 8,824

    繰延税金資産 943 186 197

    その他 1,892 1,885 2,141

    貸倒引当金 △227 △247 △228

    投資その他の資産合計 10,657 14.0 10,354 13.9 10,934 13.0

   固定資産合計 39,325 51.8 37,555 50.6 38,720 45.9

   資産合計 75,924 100.0 74,291 100.0 84,272 100.0



 

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額 
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額 
(百万円)

構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   支払手形及び買掛金 （注6） 3,460 2,963 6,377

   短期借入金 （注2） 190 190 5,390

   １年以内償還社債 5,000 ― ―

   前受金 11,046 11,166 6,124

   賞与引当金 1,225 1,174 996

   工事損失引当金 563 841 679

   その他 2,459 2,436 4,667

   流動負債合計 23,946 31.5 18,773 25.3 24,236 28.8

Ⅱ 固定負債

   長期借入金 （注2） 5,099 8,909 9,004

   退職給付引当金 2,874 2,912 3,111

   役員退職慰労引当金 110 102 114

   長期預り保証金 (注2) 2,826 2,856 2,856

   連結調整勘定 224 ― 192

   負ののれん ― 160 ―

   繰延税金負債 73 240 504

   その他 0 ― ―

   固定負債合計 11,210 14.8 15,181 20.4 15,784 18.7

   負債合計 35,156 46.3 33,954 45.7 40,020 47.5

(少数株主持分)

  少数株主持分 411 0.5 ― ― 371 0.4

(資本の部)

Ⅰ 資本金 7,393 9.7 ― ― 7,393 8.8

Ⅱ 資本剰余金 6,130 8.1 ― ― 6,131 7.3

Ⅲ 利益剰余金 25,557 33.7 ― ― 29,505 35.0

Ⅳ その他有価証券評価差額金 1,640 2.2 ― ― 1,964 2.3

Ⅴ 自己株式 △365 △0.5 ― ― △1,114 △1.3

   資本合計 40,356 53.2 ― ― 43,880 52.1

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

75,924 100.0 ― ― 84,272 100.0

 



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額 
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額 
(百万円)

構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― 7,393 ―

 ２ 資本剰余金 ― 6,131 ―

 ３ 利益剰余金 ― 25,989 ―

 ４ 自己株式 ― △1,126 ―

   株主資本合計 ― ─ 38,387 51.7 ― ─

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

― 1,608 ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ─ 1,608 2.2 ― ─

Ⅲ 少数株主持分 ― ─ 340 0.5 ― ─

   純資産合計 ― ─ 40,336 54.3 ― ─

   負債純資産合計 ― ─ 74,291 100.0 ― ─



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 (注3) 18,258 100.0 15,737 100.0 68,152 100.0

Ⅱ 売上原価 14,705 80.5 12,773 81.2 52,411 76.9

  売上総利益 3,552 19.5 2,964 18.8 15,740 23.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 (注1) 6,801 37.3 6,654 42.3 13,551 19.9

  営業利益 △3,249 △17.8 △3,690 △23.5 2,189 3.2

Ⅳ 営業外収益

  受取利息 22 14 45

  受取配当金 76 95 168

  為替差益 2 ― 156

  投資有価証券売却益 196 15 341

  固定資産賃貸収入 ― 28 64

  連結調整勘定償却額 32 ― 64

  負ののれん償却額 ― 32 ―

  その他 68 398 2.2 65 251 1.6 141 982 1.4

Ⅴ 営業外費用

  支払利息 104 80 195

  為替差損 ― 14 ―

  その他 111 216 1.2 80 175 1.1 269 465 0.7

  経常利益 △3,067 △16.8 △3,615 △23.0 2,706 4.0

Ⅵ 特別利益

  前期損益修正益 44 29 90

  固定資産売却益 (注2) 1 0 1

  投資有価証券売却益 ― 3 59

  退職給付会計基準 
  変更時差異

0 ― 0

  賞与引当金戻入益 118 ― 118

  貸倒引当金戻入額 92 175 70

  償却債権取立益 23 ― 23

  ゴルフ会員権売却益 ― 280 1.5 ― 209 1.3 0 366 0.5

Ⅶ 特別損失

  前期損益修正損 75 72 119

  固定資産処分損 24 11 72

  投資有価証券評価損 3 0 7

  ゴルフ会員権売却損 ― ― 1

  特別退職加算金 308 166 307

  減損損失 (注4) 262 46 364

  建物解体費用 ― ― 61

  子会社整理損失 6 ― 6

  特別補修損 5 686 3.7 10 307 1.9 5 946 1.4

  税金等調整前 
  中間（当期）純利益

△3,472 △19.0 △3,713 △23.6 2,125 3.1



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

  法人税、住民税及び 
  事業税

123 148 257

  法人税等調整額 △1,191 △1,068 △5.8 △1,207 △1,058 △6.7 479 736 1.1

  少数株主利益又は 
  少数株主損失（△）

△27 △0.2 △31 △0.2 25 0.0

  少数株主持分 
  修正益（加算）

19 0.1 ― ― 91 0.1

  中間（当期）純利益 △2,357 △12.9 △2,622 △16.7 1,454 2.1



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

（資本剰余金の部）

Ⅰ 資本剰余金期首残高 6,109 6,109

Ⅱ 資本剰余金増加高

  自己株式処分差益 20 20 21 21

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末) 
  残高

6,130 6,131

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高 28,554 28,554

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 ― 1,454

 ２ 連結子会社増加に伴う 
   利益剰余金の増加

― ― 135 1,590

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 中間純損失 2,357 ―

 ２ 配当金 639 2,997 639 639

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末) 
  残高

25,557 29,505



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

  

株主資本
評価・換 

算差額等
少数株主 

持分

純資産 

合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

株主資本 

合計

その他有 

価証券評 

価差額金

平成18年３月31日残高(百万円) 7,393 6,131 29,505 △1,114 41,915 1,964 371 44,252

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △841 △841 △841

 役員賞与 △40 △40 △40

 中間純利益 △2,622 △2,622 △2,622

 自己株式の取得 △11 △11 △11

 連結子会社増加に伴う利益剰余 
 金の減少

△11 △11 △11

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

― △356 △31 △387

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― △3,516 △11 △3,528 △356 △31 △3,915

平成18年９月30日残高(百万円) 7,393 6,131 25,989 △1,126 38,387 1,608 340 40,336



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー
   税金等調整前 
   中間（当期）純利益

△3,472 △3,713 2,125

   減価償却費 689 591 1,375

   減損損失 262 46 364

   連結調整勘定償却額 120 ― 242

   のれん償却額 ― 122 ―

   有価証券償還益 △1 ― △1

   投資有価証券売却益 △196 △19 △401

   投資有価証券売却損 13 16 33

   投資有価証券評価損 3 0 7

   固定資産売却益 △1 △0 △1

   固定資産処分損 24 11 72

   貸倒引当金の減少額 △96 △160 △7

   賞与引当金の増加額・減少 
   (△)額

77 177 △151

   工事損失引当金の増加額 192 162 309

   退職給付引当金の増加額・ 
   減少(△)額

△113 △199 442

   役員退職慰労引当金の 
   減少額

△15 △11 △12

   受取利息および受取配当金 △99 △109 △213

   支払利息 104 80 195

   為替差益(△)・為替差損 △26 3 △54

   売上債権の増加(△)額・ 
   減少額

18,870 21,440 △1,280

   たな卸資産の増加額 △7,822 △7,613 △163

   仕入債務の減少額 △3,215 △3,469 △299

   前受金の増加額・ 
   減少(△)額

4,660 4,965 △261

   未払消費税等の増加額・ 
   減少(△)額

△677 △890 109

   役員賞与の支払額 ― △40 ―

   その他 △1,895 △1,277 △923

    小計 7,385 10,115 1,505

   利息および配当金の受取額 104 109 214

   利息の支払額 △104 △80 △198

   法人税等の支払額 △263 △236 △289

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

7,121 9,908 1,231



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

   定期預金の純増加額 △100 ― ―

   有価証券の売却・償還に 
   よる収入

145 ― 40

   有形固定資産の取得による 
   支出

△86 △108 △218

   有形固定資産の売却による 
   収入

2 1 5

   無形固定資産の取得による 
   支出

△72 △59 △43

   投資有価証券の取得による 
   支出

△1,012 △878 △1,754

   投資有価証券の売却による 
   収入

1,135 538 1,898

   貸付による支出 △101 △73 △502

   貸付金の回収による収入 21 7 382

   その他 △1 △2 82

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△68 △575 △110

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

   短期借入金の純減少額 △7,025 △5,200 △1,825

   長期借入金の返済による 
   支出

△704 △95 △799

   自己株式の取得による支出 △17 △11 △768

   配当金の支払額 △637 △839 △640

   少数株主への配当金の 
   支払額

△5 △1 △5

   その他 ― ― △998

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△8,389 △6,148 △5,036

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

26 △3 54

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増加額・減少(△)額

△1,309 3,180 △3,860

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

8,520 4,769 8,520

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び 
  現金同等物の増加額

(注2) ― 213 108

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

(注1) 7,210 8,163 4,769



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

1 連結の範囲に関す

る事項

(イ)連結子会社数  ８社

日本工営パワー・シ

ステムズ(株)、(株)コ

ーエイシステム、(株)

コーエイ総合研究所、

(株)ネプコ、(株)コー

エイテック、(株)ニッ

キ・コーポレーショ

ン、日本シビックコン

サルタント(株)、玉野

総合コンサルタント

(株)

(イ)連結子会社数  ９社

日本工営パワー・シ

ステムズ(株)、(株)コ

ーエイシステム、(株)

コーエイ総合研究所、

(株)ネプコ、(株)ニッ

キ・コーポレーショ

ン、日本シビックコン

サルタント(株)、玉野

総合コンサルタント

(株)、(株)エル・コー

エイ、英国工営(株) 

 なお、前連結会計年

度において非連結子会

社であった英国工営

(株)については、重要

性が増したため当中間

連結会計期間末より連

結子会社に含めており

ます。

(イ)連結子会社数  ８社

日本工営パワー・シ

ステムズ(株)、(株)コ

ーエイシステム、(株)

コーエイ総合研究所、

(株)ネプコ、(株)ニッ

キ・コーポレーショ

ン、日本シビックコン

サルタント(株)、玉野

総合コンサルタント

(株)、(株)エル・コー

エイ 

 なお、（株）コーエ

イテックは、平成17年

10月１日付けで日本工

営パワー・システムズ

(株)を存続会社とする

合併を行いました。 

 また、前連結会計年

度において非連結子会

社であった（株）エ

ル・コーエイについて

は、重要性が増したた

め当連結会計年度末よ

り連結子会社に含めて

おります。

(ロ)主要な非連結子会社名

(株)エル・コーエイ

英国工営(株)

(連結の範囲から除い

た理由)

非連結子会社は、い

ずれも小規模会社であ

り、合計の総資産、売

上高、中間純損益およ

び利益剰余金(持分に

見合う額)等は、いず

れも中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼし

ていないためでありま

す。

(ロ)主要な非連結子会社名

中南米工営(株)

(株)葵

(連結の範囲から除い

た理由)

非連結子会社は、い

ずれも小規模会社であ

り、合計の総資産、売

上高、中間純損益(持

分に見合う額)および

利益剰余金(持分に見

合う額)等は、いずれ

も中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼして

いないためでありま

す。

(ロ)主要な非連結子会社名

英国工営(株)

(連結の範囲から除い

た理由)

非連結子会社は、い

ずれも小規模会社であ

り、合計の総資産、売

上高、当期純損益(持

分に見合う額)および

利益剰余金(持分に見

合う額)等は、いずれ

も連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていな

いためであります。



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

2 持分法の適用に関

する事項

(イ)持分法適用会社数

０社

(イ)持分法適用会社数

０社

(イ)持分法適用会社数

０社

(ロ)持分法非適用の主要な

非連結子会社名

(株)エル・コーエイ

英国工営(株)

持分法非適用の主要な

関連会社名

PHILKOEI 

INTERNATIONAL, INC.

(ロ)持分法非適用の主要な

非連結子会社名

中南米工営(株)

(株)葵

持分法非適用の主要な

関連会社名

PHILKOEI 

INTERNATIONAL, INC.

(ロ)持分法非適用の主要な

非連結子会社名

英国工営(株)

持分法非適用の主要な

関連会社名

PHILKOEI 

INTERNATIONAL, INC.

持分法非適用の非連

結子会社及び関連会社

は、それぞれ中間純損

益(持分に見合う額)お

よび利益剰余金(持分

に見合う額)等に及ぼ

す影響が軽微であり、

かつ全体としても重要

性がないため、持分法

の適用から除外してお

ります。

同左 持分法非適用の非連

結子会社及び関連会社

は、それぞれ当期純損

益(持分に見合う額)お

よび利益剰余金(持分

に見合う額)等に及ぼ

す影響が軽微であり、

かつ全体としても重要

性がないため、持分法

の適用から除外してお

ります。

3 連結子会社の中間

決算(決算)日等に

関する事項

連結子会社の中間決算日

は、中間連結財務諸表提出

会社と同じであります。

同左 連結子会社の決算日は、

連結財務諸表提出会社と同

じであります。

4 会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法

①有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

その他有価証券

時価のあるもの

中間連結決算末日

の市場価格等に基

づく時価法(評価差

額は全部資本直入

法により処理し、

売却原価は移動平

均法により算定)

①有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

その他有価証券

時価のあるもの

中間連結決算末日

の市場価格等に基

づく時価法(評価差

額は全部純資産直

入 法 に よ り 処 理

し、売却原価は移

動平均法により算

定)

①有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

その他有価証券

時価のあるもの

決算末日の市場価

格等に基づく時価

法(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定)

時価のないもの

移動平均法による原

価法

時価のないもの

移動平均法による原

価法

時価のないもの

移動平均法による原

価法

②デリバティブ

時価法

②デリバティブ

同左

②デリバティブ

同左

③たな卸資産

仕掛品

個別法による原価法

③たな卸資産

仕掛品

同左

③たな卸資産

仕掛品

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(2) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法

①有形固定資産

定率法

ただし、賃貸用東松

山店舗(建物・構築物・

機械装置)および平成10

年4月１日以降に取得し

た建物(附属設備を除

く)については定額法に

よっております。

①有形固定資産

同左

①有形固定資産

同左

なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。

建物及び構築物

  ３～50年

機械装置及び運搬具

  ２～15年

工具器具及び備品

２～20年

②無形固定資産

定額法

なお、自社利用のソ

フトウェアについて

は、社内における利用

可能期間(５年)に基づ

く定額法によっており

ます。

②無形固定資産

同左

②無形固定資産

同左

(3) 重要な引当金の

計上基準

①貸倒引当金

売上債権、貸付金等

の貸倒損失に備えるた

め、一般債権について

は貸倒実績率等によ

り、貸倒懸念債権等特

定の債権については個

別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を

計上しております。

①貸倒引当金

同左

①貸倒引当金

同左

②賞与引当金

従業員に対して支給

する賞与の支出に充て

るため、支給見込額に

基づき計上しておりま

す。

②賞与引当金

同左

②賞与引当金

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

③退職給付引当金

従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ております。なお、会

計 基 準 変 更 時 差 異

(2,016百万円)について

は、主として、15年に

よる按分額を費用処理

しております。

③退職給付引当金

従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務および年金資

産の見込額に基づき当

中間連結会計期間末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ております。なお、会

計 基 準 変 更 時 差 異

（2,016百万円）につい

ては、主として、15年

による按分額を費用処

理しております。

③退職給付引当金

従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務および年金資

産の見込額に基づき当

連結会計年度末におい

て発生していると認め

られる額を計上してお

ります。なお、会計基

準変更時差異（2,016百

万円）については、主

として、15年による按

分額を費用処理してお

ります。

数理計算上の差異

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10年

～15年)による定額法に

より翌連結会計年度か

ら費用処理しておりま

す。

数理計算上の差異

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(主と

して15年)による定額法

により翌連結会計年度

から費用処理しており

ます。

（追加情報）

当中間連結会計期間

末に連結子会社とした

英国工営（株）は確定

拠出型年金制度を採用

しております。

数理計算上の差異

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(主と

して15年)による定額法

により翌連結会計年度

から費用処理しており

ます。

（追加情報）

当連結会計年度末に

連 結 子 会 社 と し た

（株）エル・コーエイ

は簡便法を採用し、期

末従業員の自己都合要

支給額を計上しており

ます。

④役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の

支出に備えて、役員退

職慰労金規則に基づく

中間連結会計期間末要

支給額を計上しており

ます。

④役員退職慰労引当金

同左

④役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の

支出に備えて、役員退

職慰労金規則に基づく

当連結会計年度末要支

給額を計上しておりま

す。

⑤工事損失引当金

受注工事に係る将来

の損失に備えるため、

当中間連結会計期間末

において見込まれる未

完成工事の損失発生見

込み額を計上しており

ます。

⑤工事損失引当金

同左

⑤工事損失引当金

受注工事に係る将来

の損失に備えるため、

当連結会計年度末にお

いて見込まれる未完成

工事の損失発生見込み

額を計上しておりま

す。



  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(4) 重要な外貨建の

資産又は負債の

本邦通貨への換

算の基準

外貨建金銭債権債務は、

中間連結決算末日の直物為

替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として

処理しております。

同左 外貨建金銭債権債務は、

決算末日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。

(5) 重要なリース取

引の処理方法

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

(6) 重要なヘッジ会

計の方法 

 

①ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満

たしている金利スワッ

プ取引について、当該

特例処理によっており

ます。

①ヘッジ会計の方法

同左

①ヘッジ会計の方法

同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

金利スワップ 

ヘッジ対象

金利変動により影響

を受ける借入金利息

②ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③ヘッジ方針

当社所定の社内承認

手続を行った上で、借

入金利息の金利変動リ

スクを回避する目的に

より、金利スワップを

利用しております。

③ヘッジ方針

同左

③ヘッジ方針

同左

④ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについ

ては、特例処理によっ

ているため、有効性の

評価の判定を省略して

おります。

④ヘッジ有効性評価の方法

同左

④ヘッジ有効性評価の方法

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(7) その他中間連結

(連結)財務諸表

作成のための重

要な事項

売上高の収益計上基準

売上高の計上は、完成

基準(部分完成基準含む)

によっておりますが、長

期大型の工事(工期２年

以上且つ請負金額10億円

以上)については、工事

進行基準によっておりま

す。ただし、電力等工事

事業及び電力機器・装置

事業については「工期１

年以上且つ請負金額３億

円以上」の工事について

工事進行基準によってお

ります。

売上高の収益計上基準

同左

売上高の収益計上基準

同左

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理

は、税抜方式によってお

ります。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左

未実現損益の消去

未実現損益の消去につ

いては、「子会社及び関

連会社の範囲に係る支配

力基準及び影響力基準導

入に伴う未実現損益の消

去について」（平成11年

３月24日 日本公認会計

士協会）の適用により、

平成10年10月31日以前に

終了した連結会計年度に

行われた取引に係る未実

現損益については、消去

しておりません。

未実現損益の消去

同左

5 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲

中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない、取得日から３

ヶ月以内に満期日または償

還期限の到来する定期預金

及び短期投資からなってお

ります。

同左 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない、取得日から３ヶ月

以内に満期日または償還期

限の到来する定期預金及び

短期投資からなっておりま

す。



会計処理の変更 

  

   
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月9日））及

び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号）を当中間連結会計期

間から適用しております。

これにより、税金等調整前中間純

利益は262百万円減少しております。

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しております。

  ――――――――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月9日））及

び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号）を当連結会計年度か

ら適用しております。

これにより、税金等調整前中間純

利益は364百万円減少しております。

なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき各資産の金額から直接控除して

おります。

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあ

りません。

なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は、39,996百万円で

あります。

中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。



表示方法の変更 

  

 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

(中間連結損益計算書)

前中間連結会計期間において特別利益の「その他」に

含めて表示しておりました「前期損益修正益」(前中間

連結会計期間29百万円)については、特別利益の総額の

100分の10超となったため、当中間連結会計期間より区

分掲記しております。

前中間連結会計期間において特別利益の「その他」に

含めて表示しておりました「貸倒引当金戻入額」(前中

間連結会計期間2百万円)については、特別利益の総額の

100分の10超となったため、当中間連結会計期間より区

分掲記しております。

前中間連結会計期間において特別損失の「その他」に

含めて表示しておりました「前期損益修正損」(前中間

連結会計期間40百万円)については、特別損失の総額の

100分の10超となったため、当中間連結会計期間より区

分掲記しております。

前中間連結会計期間において特別損失の「その他」に

含めて表示しておりました「固定資産処分損」(前中間

連結会計期間14百万円)については、重要性が増したた

め、当中間連結会計期間より区分掲記しております。

(中間連結キャッシュ・フロー計算書)

前中間連結会計期間において営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「連結調整勘定償却額」(前中間連結会計期間△32百万

円)については、重要性が増したため、当中間連結会計

期間より区分掲記しております。

前中間連結会計期間において営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「前受金の増加額」(前中間連結会計期間3,233百万円)

については、重要性が増したため、当中間連結会計期間

より区分掲記しております。

(中間連結貸借対照表)

中間連結財務諸表規則の改正により、無形固定資産

の「連結調整勘定」は、当中間連結会計期間から「の

れん」として表示しております。また、固定負債の

「連結調整勘定」は、当中間連結会計期間から「負の

のれん」として表示しております。

(中間連結損益計算書)

前中間連結会計期間において営業外収益の「その他」

に含めて表示しておりました「固定資産賃貸収入」(前

中間連結会計期間33百万円)については、営業外収益の

総額の100分の10超となったため、当中間連結会計期間

より区分掲記しております。

中間連結財務諸表規則の改正により、営業外収益の

「連結調整勘定償却額」は、当中間連結会計期間から

「負ののれん償却額」として表示しております。

(中間連結キャッシュ・フロー計算書)

中間連結財務諸表規則の改正により、営業活動による

キャッシュ・フローの「連結調整勘定償却額」は、当中

間連結会計期間から「のれん償却額」として表示してお

ります。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

注１ 有形固定資産の減価償却累計

額

12,772百万円

注１ 有形固定資産の減価償却累計

額

13,372百万円

注１ 有形固定資産の減価償却累計

額

13,057百万円

 

 ２ 担保に供している資産の状況

は以下のとおりであります。

   (簿価による)

（１）担保権によって担保され

ている債務

長期預り保証金 2,394百万円

１年以内返済予

定長期借入金
118

長期借入金 846

計 3,358

（２）担保に供されている資産

建物 2,658百万円

構築物 83

土地 1,504

計 4,246

 

 ２ 担保に供している資産の状況

は以下のとおりであります。

   (簿価による)

（１）担保権によって担保され

ている債務

長期預り保証金 2,394百万円

１年以内返済予

定長期借入金
118

長期借入金 728

計 3,240

（２）担保に供されている資産

建物 2,521百万円

構築物 73

土地 1,504

計 4,098

 

 ２ 担保に供している資産の状況

は以下のとおりであります。

   (簿価による)

（１）担保権によって担保され

ている債務

長期預り保証金 2,394百万円

１年以内返済予

定長期借入金
118

長期借入金 787

計 3,299

（２）担保に供されている資産

建物 2,587百万円

構築物 78

土地 1,504

計 4,170

 

 ３ 保証債務

従業員の金融機関からの借

入に対し、債務保証を行って

おります。

従業員 399百万円

非連結子会社の為替先物取

引に対し債務保証を行ってお

ります。

日本エスドゥエム
㈱

35百万円

 

 

 ３ 保証債務

従業員の金融機関からの借

入に対し、債務保証を行って

おります。

従業員 346百万円
 

 ３ 保証債務

従業員の金融機関等から

の借入に対し、債務保証を行

っております。

従業員 367百万円

非連結子会社につき以下

の内容で保証債務を行ってお

ります。

日本エスドゥエム
㈱の為替先物取引

26百万円

 ４ 受取手形裏書譲渡高

2百万円

 ４ 受取手形裏書譲渡高

─百万円

 ４ 受取手形裏書譲渡高

─百万円



 
  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

５ 当社グループは、資金の流動

性を確保するため、期間３年

間の中期コミットメントライ

ン契約(協調融資極度契約)を

取引先金融機関と締結してお

りましたが、平成17年９月30

日にこれを解約し、同日付で

新たに期間３年間の中期コミ

ットメントライン契約を取引

先金融機関と締結しておりま

す。契約極度額は80億円であ

りますが、当中間連結会計期

間末現在において本契約に基

づく借入金残高はありませ

ん。なお、この契約につきま

しては、各取引先金融機関ご

とに財務制限条項が付されて

おります。

５ 当社は、資金の流動性を確保

するため、期間３年のシンジ

ケーション方式によるコミッ

トメントライン契約（協調融

資極度契約）を取引先金融機

関10社と締結しております。

契約極度額80億円ですが、当

中間連結会計期間末現在にお

いて本契約に基づく借入金残

高はありません。なお、この

契約につきましては、各取引

先金融機関ごとに財務制限条

項が付されております。

 

５ 当社は、資金の流動性を確保

するため、期間３年のシンジ

ケーション方式によるコミッ

トメントライン契約（協調融

資極度契約）を取引先金融機

関５社と締結しておりました

が、平成17年９月30日にこれ

を解約し、同日付で新たに期

間３年間のシンジケーション

方式によるコミットメントラ

イン契約を取引先金融機関10

社と締結しております。契約

極度額は80億円であります。

なお、この契約につきまして

は、各取引先金融機関ごとに

財務制限条項が付されており

ます。

中期コミット
メントライン
の総額

8,000百万円

借入実行残高 5,000

差引額 3,000

６  ───────── ６ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、満

期日に決済が行われたものと

して処理しております。  

 なお、当中間連結会計期間

末日が金融機関の休日であっ

たため、以下の中間連結会計

期間末日満期手形が、中間連

結会計期間末残高から除かれ

ております。 

受取手形   25百万円 

支払手形   74

６  ─────────



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

注１ このうち、主要な費目および

金額は次のとおりでありま

す。

従業員給料手当 1,915百万円

地代家賃 738

通信交通費 432

賞与引当金 

繰入額
345

退職給付費用 191

役員退職慰労 

引当金繰入額
3

貸倒引当金繰入

額
1

注１ このうち、主要な費目および

金額は次のとおりでありま

す。

従業員給料手当 2,017百万円

地代家賃 686

通信交通費 445

賞与引当金 

繰入額
328

退職給付費用 185

役員退職慰労 

引当金繰入額
4

貸倒引当金繰入

額
1

 

注１ このうち、主要な費目および

金額は次のとおりでありま

す。

従業員給料手当 4,333百万円

賞与引当金 

繰入額
308

退職給付費用 424

役員退職慰労引

当金繰入額
4

地代家賃 1,407

 ２ 固定資産売却益の内訳

機械装置及び運

搬具
1百万円

 ２ 固定資産売却益の内訳

機械装置及び運

搬具
0百万円

 ２ 固定資産売却益の内訳

機械装置及び運

搬具
1百万円

 ３ 当社グループの売上高は、通

常の営業の形態として、上半

期に比べ下半期の割合が大き

いため、連結会計年度の上半

期の売上高と下半期の売上高

との間に著しい相違があり、

上半期と下半期の業績に季節

的変動があります。

なお、当中間連結会計期間末

に至る１年間の売上高は次の

とおりであります。

前下半期 41,814百万円

当上半期 18,258

合計 60,072

 ３ 当社グループの売上高は、通

常の営業の形態として、上半

期に比べ下半期の割合が大き

いため、連結会計年度の上半

期の売上高と下半期の売上高

との間に著しい相違があり、

上半期と下半期の業績に季節

的変動があります。

なお、当中間連結会計期間末

に至る１年間の売上高は次の

とおりであります。

前下半期 49,893百万円

当上半期 15,737

合計 65,631

 ３ ────――─―─――



前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

 ４ 減損損失

   当社グループは、以下の資産

グループについて減損損失を

計上しました。

用途 種類 場所 金額 

(百万円)

遊休 土地 千葉県 

佐原市
262

（経緯）

 上記の土地については、当社グ

ループの事業活動に寄与していな

い遊休資産であり、時価評価額も

著しく下落していることから、減

損損失を認識いたしました。

（グルーピングの方法）

 当社グループの事業の特性なら

びに管理会計上の区分を勘案して

分類しております。また、企業活

動にほとんど使用されていない遊

休資産については個々の物件を単

位としております。

（回収可能価額の算定方法等）

 回収可能価額は、正味売却価額

を適用しております。また、正味

売却価額の算定に当たっては、不

動産鑑定士による鑑定評価額を使

用しております。

 

 ４ 減損損失

   当社グループは、以下の資産

グループについて減損損失を

計上いたしました。  

用途 種類 場所 金額 

(百万円)

遊休 土地 千葉県 

佐原市
14

保養所 

(草津)

土地及び

建物等

群馬県吾妻

郡草津町
 1

保養所 

(湯沢)

土地及び

建物等

新潟県南魚

沼郡湯沢町
10

保養所 

(軽井沢)

土地及び

建物等

群馬県吾妻

郡嬬恋村
12

保養所 

(鴨川)

土地及び

建物等

千葉県 

鴨川市
 7

※保養所ごとの減損損失の内訳 

草津 1百万円 

(内、土地0百万円、建物1百万円) 

湯沢10百万円 

(内、土地3百万円、建物6百万円、

備品0百万円、長期前払費用1百万

円) 

軽井沢12百万円 

(内、土地8百万円、建物3百万円、

構築物0百万円、備品0百万円) 

鴨川 7百万円 

(内、土地0百万円、建物6百万円)

（経緯）

 遊休の土地については、当社事

業活動に寄与していない遊休資産

であり、時価評価額も著しく下落

していることから、減損損失を認

識いたしました。 

 保養所については、稼働率が低

く遊休化したため、専門業者と売

買媒介契約を締結し売却を開始い

たしますので、簿価と評価額の差

額を減損損失として計上いたしま

した。 

（グルーピングの方法）

 当社グループの事業の特性なら

びに管理会計上の区分を勘案して

分類しております。また、企業活

動にほとんど使用されていない遊

休資産については個々の物件を単

位としております。

（回収可能価額の算定方法等）

 回収可能価額は、正味売却価額

を適用しております。また、正味

売却価額の算定に当たっては、不

動産鑑定士による鑑定評価額を使

用しております。

 

 ４ 減損損失 

   当社グループは、以下の資産

グループについて減損損失を

計上いたしました。

用途 種類 場所 金額 

(百万円)

遊休 土地 千葉県 

佐原市
262

共有 建物等 愛知県 

名古屋市
102

（経緯）

 上記の土地については、当社グ

ループの事業活動に寄与していな

い遊休資産であり、時価評価額も

著しく下落していることから、減

損損失を認識いたしました。ま

た、上記の建物等については、連

結子会社の玉野総合コンサルタン

ト（株）のオフィスビル建替えに

備えるため、期末簿価を減損損失

として認識いたしました。

（グルーピングの方法）

 当社グループの事業の特性なら

びに管理会計上の区分を勘案して

分類しております。また、企業活

動にほとんど使用されていない遊

休資産については個々の物件を単

位としております。

（回収可能価額の算定方法等）

 回収可能価額は、正味売却価額

を適用しております。また、正味

売却価額の算定に当たっては、不

動産鑑定士による鑑定評価額を使

用しております。



次へ 

(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加    32千株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

該当事項はありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 86,656 ― ― 86,656

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 2,775 32 ― 2,808

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 838 10 平成18年３月31日 平成18年６月30日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

注１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係

(平成17年９月30日現在)

現金及び預金 7,326百万円

預入期間が
３ヶ月を超える
定期預金

△120

償還期間が 
３ヶ月以内の 
投資信託

4

現金及び現金
同等物

7,210

注１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係

(平成18年９月30日現在)

現金及び預金 8,178百万円

預入期間が
３ヶ月を超える
定期預金

△20

償還期間が
３ヶ月以内の 
投資信託

4

現金及び現金
同等物

8,163  

注１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

(平成18年３月31日現在)

現金及び預金 4,785百万円

預入期間が
３ヶ月を超える
定期預金

△20

償還期間が
３ヶ月以内の 
投資信託

4

現金及び現金
同等物

4,769

 ２ ───────────  ２ 新たに連結した子会社の資産

及び負債の主な内訳

当中間連結会計期間末より英国工

営(株)を連結したことに伴う連結

開始時の資産及び負債は次のとお

りであります。

流動資産 520百万円

固定資産 34

流動負債 △296

固定負債 △250

 ２ 新たに連結した子会社の資産

及び負債の主な内訳

当連結会計年度末より(株)エル・

コーエイを連結したことに伴う連

結開始時の資産及び負債は次のと

おりであります。

流動資産 228百万円

固定資産 6

流動負債 △47

固定負債 △2



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

（借手側）

１ リース物件の取得

価額相当額、減価

償却累計額相当額

及び中間期末(期

末)残高相当額

取得 
価額 
相当額

減価 
償却 
累計額 
相当額

中間
期末 
残高 
相当額

百万円 百万円 百万円
工具器
具及び
備品

424 226 197

その他 26 11 14

合計 450 238 212

取得
価額 
相当額

減価
償却 
累計額
相当額

中間
期末 
残高 
相当額

百万円 百万円 百万円
工具器
具及び
備品

362 197 164

その他 19 8 11

合計 382 205 176

取得 
価額 
相当額

減価 
償却 
累計額 
相当額

期末
残高 
相当額

百万円 百万円 百万円
工具器
具及び
備品

400 217 183

その他 20 7 13

合計 421 224 197

２ 未経過リース料中

間期末(期末)残高

相当額

１年内 74百万円

１年超 138

合計 212

１年内 63百万円

１年超 113

合計 176

１年内 71百万円

１年超 125

合計 197

３ 支払リース料、減

価償却費相当額及

び支払利息相当額

 支払リース料

 減価償却費 
 相当額

 支払利息相当額

51百万円

48

3

41百万円

38

2

93百万円

87

6

４ 減価償却費相当額

の算定方法

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。

同左 同左

５ 利息相当額の算定

方法

リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利

息法によっております。

同左 同左

オペレーティング・リ

ース取引

（借手側）

１ 未経過リース料中

間期末(期末)残高

相当額

 

１年内 ―百万円

１年超 ―

合計  ―
 

１年内 0百万円

１年超 2

合計 3
 

１年内 0百万円

１年超 3

合計 4

（貸手側）

１ 未経過リース料中

間期末(期末)残高

相当額

１年内 685百万円

１年超 6,291

合計 6,977

１年内 683百万円

１年超 5,608

合計 6,291

１年内 684百万円

１年超 5,949

合計 6,633



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年9月30日) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) その他有価証券は減損処理を行なっており、減損処理額は３百万円であります。 

なお、その他有価証券の減損に当たっては、回復可能性があると認められる場合を除き、当中間連結会計期間末

における時価が取得原価の50％以下に下落したときに減損処理を行なっております。また時価の下落率が取得原

価の30％以上50％未満であるときは、当中間連結会計期間中の時価の推移及び信用リスクを勘案して、減損処理

を行なっております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

(1)満期保有目的の債券 

非上場社債券                    177百万円 

  

(2)その他有価証券 

非上場株式                     366百万円 

ＭＭＦ等の短期公社債投資信託              4百万円 

  

取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 3,585 6,174 2,589

(2) 債券 213 217 4

国債・地方債等 ― ― ―

社債 113 115 2

その他 100 101 1

(3) その他 456 503 47 

計 4,255 6,895 2,640 



当中間連結会計期間末(平成18年9月30日) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) その他有価証券は減損処理を行なっており、減損処理額は０百万円であります。 

なお、その他有価証券の減損に当たっては、回復可能性があると認められる場合を除き、当中間連結会計期間末

における時価が取得原価の50％以下に下落したときに減損処理を行なっております。また時価の下落率が取得原

価の30％以上50％未満であるときは、当中間連結会計期間中の時価の推移及び信用リスクを勘案して、減損処理

を行なっております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

(1)満期保有目的の債券 

非上場社債券                    169百万円 

  

(2)その他有価証券 

非上場株式                     351百万円 

ＭＭＦ等の短期公社債投資信託              4百万円 

  

取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 4,242 6,828 2,586

(2) 債券 113 117 4

国債・地方債等 ― ― ―

社債 113 117 4

その他 0 0 0

(3) その他 483 557 73 

計 4,839 7,503 2,664 



前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) １ その他有価証券は減損処理を行っており、減損処理額は７百万円であります。 

なお、その他有価証券の減損に当たっては、回復可能性があると認められる場合を除き、当連結会計年度末

における時価が取得原価の50％以下に下落したときに減損処理を行なっております。また時価の下落率が取

得原価の30％以上50％未満であるときは、当連結会計年度中の時価の推移及び信用リスクを勘案して、減損

処理を行なっております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

(1)満期保有目的の債券 

非上場社債券                    173百万円 

  

(2)その他有価証券 

非上場株式                     356百万円 

ＭＭＦ等の短期公社債投資信託              4百万円 

  

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 3,813 6,964 3,151

(2) 債券 113 120 7

国債・地方債等 ― ― ―

社債 113 120 7

その他 0 0 0

(3) その他 556 647 91 

4,482 7,732 3,249



前へ 

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 金利関連 

  

 
（注）ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております 。 

  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 金利関連 

  

 
（注）ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております 。 

  

前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 金利関連 

  

 
（注）ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

  

  

区分 種類
契約額等
(百万円)

契約額等の
うち１年超 
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

市場取引 
以外の取引

スワップ取引

支払固定・受取変動 700 700 △19 6

区分 種類
契約額等
(百万円)

契約額等の
うち１年超 
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

市場取引 
以外の取引

スワップ取引

支払固定・受取変動 630 490 △8 △8

区分 種類
契約額等
(百万円)

契約額等の
うち１年超 
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

市場取引 
以外の取引

スワップ取引

支払固定・受取変動 700 700 △6 △6



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) 事業の区分の方法 

各事業区分は主に以下の内容から成り立っております。 

国内建設コンサルタント事業…日本国内の建設コンサルタント事業 

海外建設コンサルタント事業…日本国外の建設コンサルタント事業 

電力機器・装置事業……………水車発電機、システム制御機器、変圧器等の製作販売 

電力等工事事業…………………変電、送電等の工事 

その他の事業……………………不動産賃貸事業、ソフトウェアの開発等、人材派遣業等 

  

国内建設 
コンサル 
タント事業 
(百万円)

海外建設 
コンサル 
タント事業 
(百万円)

電力機器・
装置事業

(百万円)

電力等
工事事業

(百万円)

その他の
事業

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

8,581 4,555 3,206 1,104 809 18,258 ― 18,258

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

80 3 7 296 209 597 (597) ―

計 8,662 4,559 3,214 1,400 1,018 18,855 (597) 18,258

営業費用 11,551 4,767 3,133 1,522 610 21,585 (77) 21,507

営業利益又は営業損失(△) △2,889 △208 80 △121 408 △2,729 (519) △3,249

国内建設 
コンサル 
タント事業 
(百万円)

海外建設 
コンサル 
タント事業 
(百万円)

電力機器・
装置事業

(百万円)

電力等
工事事業

(百万円)

その他の
事業

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

7,547 4,194 2,008 1,056 931 15,737 ― 15,737

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

34 5 8 283 655 987 (987) ―

計 7,581 4,199 2,017 1,339 1,587 16,725 (987) 15,737

営業費用 10,637 4,425 2,319 1,502 1,120 20,004 (576) 19,428

営業利益又は営業損失(△) △3,056 △225 △301 △162 467 △3,279 (411) △3,690

国内建設 
コンサル 
タント事業 
(百万円)

海外建設 
コンサル 
タント事業 
(百万円)

電力機器・
装置事業

(百万円)

電力等
工事事業

(百万円)

その他の
事業

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

37,384 16,415 10,155 2,513 1,682 68,152 ― 68,152

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

198 15 46 1,583 556 2,400 (2,400) ―

計 37,583 16,431 10,201 4,097 2,238 70,552 (2,400) 68,152

営業費用 36,887 16,034 8,968 4,023 1,379 67,293 (1,330) 65,962

営業利益又は営業損失(△) 695 397 1,233 73 859 3,259 (1,070) 2,189



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

当連結会社は日本に所在するため、所在地別セグメント情報の開示に該当しません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当連結会社は日本に所在するため、所在地別セグメント情報の開示に該当しません。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当連結会社は日本に所在するため、所在地別セグメント情報の開示に該当しません。 

  



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法および各地域に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法     地理的近接度によります。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域  アジア   ：インドネシア、ベトナム、フィリピン 

 
  

アジア 中近東 アフリカ 中南米 その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 3,213 429 489 398 27 4,559

Ⅱ 連結売上高(百万円) 18,258

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の
割合(％)

17.6 2.4 2.7 2.2 0.2 25.0

アジア 中近東 アフリカ 中南米 その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 3,099 88 522 484 31 4,225

Ⅱ 連結売上高(百万円) 15,737

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の
割合(％)

19.7 0.6 3.3 3.1 0.2 26.9

アジア 中近東 アフリカ 中南米 その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 11,033 1,459 2,268 1,101 587 16,448

Ⅱ 連結売上高(百万円) 68,152

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の
割合(％)

16.2 2.1 3.3 1.6 0.9 24.1

中近東 ：トルコ、カタール

アフリカ ：ケニア、スワジランド、モロッコ

中南米 ：パナマ、ペルー、エルサルバドル

その他 ：ボスニア・ヘルツェゴビナ



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりです。 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 
１株当たり純資産額 472.16円

 
１株当たり純資産額 477.01円 １株当たり純資産額 522.65円

 

１株当たり中間純損 
失金額

27.63円
      

１株当たり中間純損
失金額

31.28円
 

１株当たり当期純利 
益金額

16.64円

なお、潜在株式調整後1株当たり中

間純利益金額については、1株当た

り中間純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。

同左 なお、潜在株式調整後1株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間連結損益計算書上の中間(当期)純
利益(百万円)

△2,357 △2,622 1,454

普通株式に係る中間(当期)純利益(百
万円)

△2,357 △2,622 1,414

普通株主に帰属しない金額の主要な内
訳(百万円)

利益処分による役員賞与金 ― ― 40

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 40

普通株式の期中平均株式数(株) 85,314,319 83,864,617 84,997,532



（2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金及び預金 4,721 5,552 3,228

   受取手形 (注6) 90 38 29

   売掛金 5,749 4,892 22,365

   有価証券 ─ 41 ─

   仕掛品 9,749 9,991 4,149

   短期貸付金 ─ 3,182 3,468

   繰延税金資産 2,066 2,402 1,330

   その他 (注4) 4,677 1,537 1,541

   貸倒引当金 △6 △34 △50

    流動資産合計 27,048 41.9 27,604 43.8 36,062 49.9

Ⅱ 固定資産

   有形固定資産

    建物
(注1) 
(注2)

8,560 8,070 8,310

    土地 (注2) 9,769 9,756 9,769

    その他
(注1) 
(注2)

828 720 756

計 19,158 18,547 18,836

   無形固定資産 1,904 1,696 1,806

   投資その他の資産

    投資有価証券 7,195 7,714 8,003

    関係会社株式 5,315 5,463 5,460

    繰延税金資産 723 ─ ─

    その他 3,176 2,081 2,110

    貸倒引当金 △14 △23 △11

計 16,398 15,235 15,563

    固定資産合計 37,460 58.1 35,479 56.2 36,205 50.1

   資産合計 64,509 100.0 63,083 100.0 72,268 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   支払手形 (注6) 12 20 16

   買掛金 2,399 1,930 5,871

   短期借入金 1,200 1,500 6,200

   一年以内償還社債 5,000 ─ ─

   前受金 5,820 6,062 2,344

   賞与引当金 825 814 625

   工事損失引当金 373 659 630

   その他 1,928 1,723 2,992

    流動負債合計 17,560 27.2 12,709 20.1 18,680 25.8

Ⅱ 固定負債

   長期借入金 4,000 8,000 8,000

   退職給付引当金 506 616 616

   役員退職慰労引当金 68 52 68

   繰延税金負債 ─ 168 429

   長期預り保証金 (注2) 2,826 2,856 2,856

    固定負債合計 7,401 11.5 11,693 18.5 11,970 16.6

   負債合計 24,961 38.7 24,403 38.6 30,651 42.4



  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資本の部)

Ⅰ 資本金 7,393 11.5 ― ― 7,393 10.2

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 6,092 ― 6,092

   その他資本剰余金

     自己株式処分差益 38 ― 38

    資本剰余金合計 6,130 9.5 ― ― 6,130 8.5

Ⅲ 利益剰余金

   利益準備金 1,546 ― 1,546

   任意積立金 24,654 ― 24,654

   中間(当期)未処分利益 △1,472 ― 988

    利益剰余金合計 24,728 38.3 ― ― 27,189 37.6

Ⅳ その他有価証券評価差額金 1,588 2.5 ― ― 1,948 2.7

Ⅴ 自己株式 △293 △0.5 ― ― △1,044 △1.4

   資本合計 39,547 61.3 ― ― 41,616 57.6

   負債資本合計 64,509 100.0 ― ― 72,268 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 7,393 11.7 ― ―

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 6,092 ―

  (2) その他資本剰余金 ― 38 ―

   資本剰余金合計 ― ― 6,130 9.7 ― ―

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 1,546 ―

  (2) その他利益剰余金

    固定資産圧縮積立金 ― 354 ―

    市場開拓積立金 ― 1,920 ―

    別途積立金 ― 22,367 ―

    繰越利益剰余金 ― △1,562 ―

   利益剰余金合計 ― ― 24,624 39.0 ― ―

 ４ 自己株式 ― ― △1,056 △1.7 ― ―

   株主資本合計 ― ― 37,092 58.8 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― 1,587 2.5 ― ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ― 1,587 2.5 ― ―

   純資産合計 ― ― 38,680 61.3 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 63,083 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 (注1)

   建設コンサルタント事業 7,022 6,409 37,546

   電力エンジニアリング 
   事業

4,025 2,855 11,982

   不動産賃貸事業 654 11,702 100.0 683 9,948 100.0 1,326 50,854 100.0

Ⅱ 売上原価 (注2)

   建設コンサルタント事業 6,239 5,684 29,791

   電力エンジニアリング 
   事業

3,656 2,619 10,831

   不動産賃貸事業 289 10,186 87.0 267 8,570 86.2 580 41,203 81.0

  売上総利益

   建設コンサルタント事業 782 725 7,754

   電力エンジニアリング 
   事業

368 235 1,150

   不動産賃貸事業 364 1,516 13.0 416 1,377 13.8 746 9,651 19.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 (注2) 4,424 37.8 4,247 42.7 8,843 17.4

    営業利益 △2,908 △24.8 △2,870 △28.9 808 1.6

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 43 31 106

   受取配当金 233 211 325

   為替差益 1 ─ 156

   投資有価証券売却益 194 15 339

   その他 119 593 5.1 115 374 3.8 297 1,226 2.4

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 47 84 125

   社債利息 37 ─ 52

   為替差損 ─ 14 ─

   その他 84 169 1.5 55 154 1.6 239 417 0.8

    経常利益 △2,484 △21.2 △2,650 △26.6 1,617 3.2

Ⅵ 特別利益

   前期損益修正益 37 25 39

   固定資産売却益 1 0 1

   賞与引当金戻入益 98 ─ 98

   子会社株式受贈益 34 ─ 103

   貸倒引当金戻入益 5 16 ─

   その他 ─ 177 1.5 ─ 42 0.4 60 304 0.6



 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅶ 特別損失

   前期損益修正損 29 43 46

   投資有価証券評価損 3 0 6

   固定資産除却損 14 0 19

   特別退職加算金 307 ─ 307

   減損損失 (注3) 149 31 149

   子会社整理損失 2 ─ 2

   固定資産売却損 0 ─ 4

   その他 ─ 506 4.3 ─ 76 0.8 19 555 1.1

   税引前中間(当期)純利益 △2,813 △24.0 △2,684 △27.0 1,366 2.7

   法人税、住民税及び 
   事業税

56 98 121

   法人税等調整額 △1,110 △1,053 △9.0 △1,096 △998 △10.0 544 665 1.3

   中間(当期)純利益 △1,759 △15.0 △1,685 △16.9 701 1.4

   前期繰越利益 287 ― 287

   中間(当期)未処分利益 △1,472 ― 988



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 7,393 6,092 38 6,130

中間会計期間中の変動額

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

─ ─ ─ ─

平成18年９月30日残高(百万円) 7,393 6,092 38 6,130

株主資本

利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計固定資産圧

縮積立金
市場開拓積

立金
別途積立金

繰越利益剰
余金

平成18年３月31日残高(百万円) 1,546 367 1,920 22,367 988 27,189 △1,044 39,668

中間会計期間中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩(注) △9 9 ─ ─

 剰余金の配当(注) △838 △838 △838

 役員賞与(注) △40 △40 △40

 固定資産圧縮積立金の取崩 △4 4 ─ ─

 中間純利益 △1,685 △1,685 △1,685

 自己株式の取得 △11 △11

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

─ △13 ─ ─ △2,551 △2,564 △11 △2,576

平成18年９月30日残高(百万円) 1,546 354 1,920 22,367 △1,562 24,624 △1,056 37,092

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,948 1,948 41,616

中間会計期間中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩(注) ─

 剰余金の配当(注) △838

 役員賞与(注) △40

 固定資産圧縮積立金の取崩 ─

 中間純利益 △1,685

 自己株式の取得 △11

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△360 △360 △360

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△360 △360 △2,936

平成18年９月30日残高(百万円) 1,587 1,587 38,680



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券 満期保有目的の債券

…償却原価法(定額法)

満期保有目的の債券

同左

満期保有目的の債券

同左

子会社株式及び関連会社株

式

…移動平均法による原価

法

子会社株式及び関連会社株

式

同左

子会社株式及び関連会社株

式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

…中間決算末日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は全部

資本直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定)

時価のないもの

…移動平均法による原

価法

その他有価証券

時価のあるもの

…中間決算末日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は全部

純資産直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定)

時価のないもの

同左

その他有価証券

時価のあるもの

…決算日の市場価格等

に基づく時価法(評

価差額は全部資本直

入法により処理し、

売却原価は移動平均

法により算定) 

 

時価のないもの

…移動平均法による原

価法

(2) デリバティブ 時価法 同左 同左

(3) たな卸資産

  仕掛品 個別法による原価法 同左 同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産 定率法。ただし賃貸用東松

山店舗(建物・構築物・機

械及び装置)および平成10

年４月１日以降に取得した

建物(附属設備を除く)につ

いては定額法によっており

ます。

同左 同左 

 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

 建物、構築物 ３～50年

 機械及び装置 ２～15年

車両運搬具  ２～6年

 工具器具及び備品

        ２～20年

 

 

(2) 無形固定資産 定額法。なお、自社利用の

ソフトウェアについては、

社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によ

っております。

同左 同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒

損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率等

により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しており

ます。

同左 同左

(2) 賞与引当金 従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき計上して

おります。

同左 同左

(3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中

間会計期間末において発生

していると認められる額を

計上しております。なお、

数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（15年）による定額法によ

り翌事業年度から費用処理

しております。

同左 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当事

業年度末において発生して

いると認められる額を計上

しております。なお、数理

計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（15

年）による定額法により翌

事業年度から費用処理して

おります。

(4) 役員退職慰労引

当金

役員の退職慰労金の支出に

備えて、役員退職慰労金規

則に基づく中間会計期間末

要支給額を計上しておりま

す。

同左 役員の退職慰労金の支出に

備えて、役員退職慰労金規

則に基づく当事業年度末要

支給額を計上しておりま

す。



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(5) 工事損失引当金 受注工事に係る将来の損

失に備えるため、当中間会

計期間末において見込まれ

る未完成工事の損失発生見

込額を計上しております。

同左 受注工事に係る将来の損

失に備えるため、当事業年

度末において見込まれる未

完成工事の損失発生見込額

を計上しております。

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準

外貨建金銭債権債務は、中

間決算末日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。

同左 外貨建金銭債権債務は、期

末日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。

５ リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。

同左 同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

６ ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方

法

特例処理の要件を満たして

いる金利スワップ取引につ

いて、当該特例処理によっ

ております。

同左 同左

(2) ヘッジ手段とヘ

ッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…金利変動によ

り影響を受け

る借入金利息

同左 同左

(3) ヘッジ方針 当社所定の社内承認手続を

行った上で、借入金利息の

金利変動リスクを回避する

目的により、金利スワップ

を利用しております。

同左 同左

(4) ヘッジ有効性評

価の方法

金利スワップについては、

特例処理によっているた

め、有効性の評価の判定を

省略しております。

同左 同左

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

(1) 売上高の収益計上

基準

売上高の計上は、完成基準

（部分完成基準含む）によ

っておりますが、長期大型

の工事（工期２年以上且つ

請負金額10億円以上）につ

いては、工事進行基準によ

っております。ただし、電

力等工事事業及び電力機

器・装置事業については、

「工期１年以上且つ請負金

額３億円以上」の工事につ

いて工事進行基準によって

おります。

同左 同左

(2) 消費税等の会計

処理

消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。

同左 同左



会計処理の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。

 これにより、税引前中間純利益が

149百万円減少しております。

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。 

 

   ――――――――――

 

   ―――――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会  平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会  平成

17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は38,680百万円であ

ります。

中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

（固定資産の減損に係る会計基準）

当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 

企業会計基準適用指針第６号）を適

用しております。

 これにより、税引前当期純利益が

149百万円減少しております。

なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き当該各資産の金額から直接控除し

ております。 

 

   ――――――――――



表示方法の変更 

  

 
  

  

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

（中間貸借対照表関係） 

 前中間会計期間において投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しておりました「関係会社株式」に

つきましては、資産総額の100分の５超となったため、

当中間会計期間より区分掲記しております。なお、前

中間会計期間に「その他」に含めております「関係会

社株式」の金額は1,947百万円であります。 

   

（中間損益計算書関係） 

 前中間会計期間において特別利益の「その他」に含

めて表示しておりました「前期損益修正益」につきま

しては、当中間会計期間より金額的重要性が増したた

め区分掲記しております。なお、前中間会計期間に

「その他」に含めております「前期損益修正益」の金

額は21百万円であります。 

   

 前中間会計期間において特別損失の「その他」に含

めて表示しておりました「前期損益修正損」及び「固

定資産除却損」につきましては、当中間会計期間より

金額的重要性が増したため区分掲記しております。な

お、前中間会計期間に「その他」に含めております

「前期損益修正損」の金額は27百万円、「固定資産除

却損」の金額は14百万円であります。

（中間貸借対照表関係） 

 前中間会計期間において流動資産の「その他」に含

めて表示しておりました「短期貸付金」につきまして

は、資産総額の100分の５超となったため、当中間会計

期間より区分掲記しております。なお、前中間会計期

間に「その他」に含めております「短期貸付金」の金

額は2,993百万円であります。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

注１ 有形固定資産減価償却累計額

9,164百万円

注１ 有形固定資産減価償却累計額

9,708百万円

注１ 有形固定資産減価償却累計額

9,421百万円

注２ 下記の資産を、長期預り保証

金2,394百万円の担保に供し

ております。

   (簿価による)

建物 1,607百万円

構築物 83

土地 217

計 1,908

注２ 下記の資産を、長期預り保証

金2,394百万円の担保に供し

ております。

   (簿価による)

建物 1,528百万円

構築物 73

土地 217

計 1,819

注２ 下記の資産を、長期預り保証

金2,394百万円の担保に供し

ております。

   (簿価による)

建物 1,567百万円

構築物 78

土地 217

計 1,862

 ３ 保証債務

   関係会社および従業員の金融

機関等からの借入に対し、債

務保証を行っております。

日本工営パワー・シス

    テムズ（株） 1,290百万円

従業員 399

計 1,689

 ３ 保証債務

   関係会社および従業員の金融

機関等からの借入に対し、債

務保証を行っております。

日本工営パワー・シス

    テムズ（株） 1,099百万円

従業員 346

計 1,446

 ３ 保証債務

   関係会社および従業員の金融

機関等からの借入に対し、債

務保証を行っております。

日本工営パワー・シス

    テムズ（株） 1,195百万円

従業員 367

計 1,562

注４ 仮払消費税等および仮受消費

税等は相殺のうえ、流動資産

の「その他」に含めて表示し

ております。

注４    同左 注４   ――――――――

 ５ 当社は、資金の流動性を確保

するため、期間３年間の中期

コミットメントライン契約

（協調融資極度契約）を取引

先金融機関と締結しておりま

したが、平成17年９月30日に

これを解約し、同日付で新た

に期間３年間の中期コミット

メントライン契約を取引先金

融機関と締結しております。

契約極度額は80億円でありま

すが、当中間会計期間末現在

において本契約に基づく借入

金残高はありません。なお、

この契約につきましては、各

取引先金融機関ごとに財務制

限条項が付されております。

 ５ 当社は、資金の流動性を確保

するため、期間３年間のシン

ジケーション方式によるコミ

ットメントライン契約を取引

先金融機関10社と締結してお

ります。契約極度額は80億円

でありますが、当中間会計期

間末現在において本契約に基

づく借入金残高はありませ

ん。なお、この契約につきま

しては、各取引先金融機関ご

とに財務制限条項が付されて

おります。

 

 ５ 当社は、資金の流動性を確保

するため、期間３年間のシン

ジケーション方式によるコミ

ットメントライン契約（協調

融資極度契約）を取引先金融

機関5社と締結しておりまし

たが、平成17年９月30日にこ

れを解約し、同日付で新たに

期間３年間のシンジケーショ

ン方式によるコミットメント

ライン契約を取引先金融機関

10社と締結しております。契

約極度額は80億円でありま

す。なお、この契約につきま

しては、各取引先金融機関ご

とに財務制限条項が付されて

おります。

中期コミット

メントライン

の総額

8,000百万円

借入実行残高 5,000

差引額 3,000



  

 
  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

注６  ―――――――――  注６ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、満期日

に決済が行われたものとして

処理しております。  

 なお、当中間会計期間末日

が金融機関の休日であったた

め、以下の中間会計期間末日

満期手形が、中間会計期間末

残高から除かれております。 

受取手形   25百万円 

支払手形    2

注６  ―――――――――



(中間損益計算書関係) 

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

注１ 当社の売上高は、通常の営業

の形態として、上半期に比べ

下半期の割合が大きいため、

事業年度の上半期の売上高と

下半期の売上高との間に著し

い相違があり、上半期と下半

期の業績に季節的変動があり

ます。

なお、当中間会計期間末に至

る１年間の売上高は次のとお

りであります。

前下半期 38,552百万円

当上半期 11,702

合計 50,254

注１ 当社の売上高は、通常の営業

の形態として、上半期に比べ

下半期の割合が大きいため、

事業年度の上半期の売上高と

下半期の売上高との間に著し

い相違があり、上半期と下半

期の業績に季節的変動があり

ます。

なお、当中間会計期間末に至

る１年間の売上高は次のとお

りであります。

前下半期 39,152百万円

当上半期 9,948

合計 49,100

注１ ――――――――――

注２ 減価償却実施額

有形固定資産 337百万円

無形固定資産 135

注２ 減価償却実施額

有形固定資産 302百万円

無形固定資産 136

注２ 減価償却実施額

有形固定資産 675百万円

無形固定資産 270



  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

注３ 減損損失

 当社は、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上いたしまし

た。

用途 種類 場所 金額 

(百万円)

遊休 土地 千葉県 

佐原市
149

（経緯）

 上記の土地については、当社事

業活動に寄与していない遊休資産

であり、時価評価額も著しく下落

していることから、減損損失を認

識いたしました。

（グルーピングの方法）

 当社の事業の特性ならびに管理

会計上の区分を勘案して分類して

おります。また、企業活動にほと

んど使用されていない遊休資産に

ついては個々の物件を単位として

おります。

（回収可能価額の算定方法等）

 回収可能価額は、正味売却価額

を適用しております。また、正味

売却価額の算定に当たっては、不

動産鑑定士による鑑定評価額を使

用しております。

 

注３ 減損損失

 当社は、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上いたしまし

た。

用途 種類 場所 金額 

(百万円)

遊休 土地 千葉県 

佐原市
6

保養所 

(草津)

土地及び

建物等

群馬県吾妻

郡草津町
1

保養所 

(湯沢)

土地及び

建物等

新潟県南魚

沼郡湯沢町
10

保養所 

(軽井沢)

土地及び

建物等

群馬県吾妻

郡嬬恋村
12

 ※保養所ごとの減損損失の内訳
 草津 1百万円
 （内、土地0百万円、建物1百万円）
 湯沢10百万円
 （内、土地3百万円、建物6百万円、
  備品0百万円、長期前払費用1百万
  円）
 軽井沢12百万円
 （内、土地8百万円、建物3百万円、
  構築物0百万円、備品0百万円）

（経緯）

 遊休の土地については、当社事

業活動に寄与していない遊休資産

であり、時価評価額も著しく下落

していることから、減損損失を認

識いたしました。 

 保養所については、稼働率が低

く遊休化したため、専門業者と売

買媒介契約を締結し売却を開始い

たしますので、簿価と評価額の差

額を減損損失として計上いたしま

した。

（グルーピングの方法）

 当社の事業の特性ならびに管理

会計上の区分を勘案して分類して

おります。また、企業活動にほと

んど使用されていない遊休資産に

ついては個々の物件を単位として

おります。

（回収可能価額の算定方法等）

 回収可能価額は、正味売却価額

を適用しております。また、正味

売却価額の算定に当たっては、不

動産鑑定士による鑑定評価額を使

用しております。

 

注３ 減損損失

 当社は、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上いたしまし

た。

用途 種類 場所 金額 

(百万円)

遊休 土地 千葉県 

佐原市
149

（経緯）

 上記の土地については、当社事

業活動に寄与していない遊休資産

であり、時価評価額も著しく下落

していることから、減損損失を認

識いたしました。

（グルーピングの方法）

 当社の事業の特性ならびに管理

会計上の区分を勘案して分類して

おります。また、企業活動にほと

んど使用されていない遊休資産に

ついては個々の物件を単位として

おります。

（回収可能価額の算定方法等）

 回収可能価額は、正味売却価額

を適用しております。また、正味

売却価額の算定に当たっては、不

動産鑑定士による鑑定評価額を使

用しております。



次へ 

(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加    32千株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（千株） 2,775 32 ─ 2,808



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

（借手側）

１ リース物件の取

得価額相当額、

減価償却累計額

相当額及び中間

期末(期末)残高

相当額

 

取得 
価額 
相当額

減価 
償却 
累計額 
相当額

中間期
末残高
相当額

百万円 百万円 百万円
工具器 
具及び 
備品

218 102 116

その他 19 5 14

合計 238 107 131
 

取得
価額 
相当額

減価
償却 
累計額
相当額

中間期
末残高
相当額

百万円 百万円 百万円
工具器
具及び 
備品

224 107 116

その他 19 7 11

合計 243 115 127
 

取得 
価額 
相当額

減価 
償却 
累計額 
相当額

期末 
残高 
相当額

百万円 百万円 百万円
工具器
具及び 
備品

213 97 116

その他 19 6 13

合計 233 103 129

２ 未経過リース料

中間期末(期末)

残高相当額

１年内 35百万円

１年超 99

合計 135

１年内 40百万円

１年超 92

合計 132

１年内 37百万円

１年超 96

合計 133

３ 支払リース料、

減価償却費相当

額及び支払利息

相当額

支払リース料

減価償却費 
相当額

支払利息 
相当額

24百万円

22

1

20百万円

19

1

42百万円

39

3

４ 減価償却費相当

額の算定方法

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。

同左 同左

５ 利息相当額の算

定方法

リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利

息法によっております。

同左 同左

オペレーティング・リ

ース取引（借手側）

１ 未経過リース料

中間期末(期末)

残高相当額

 

１年内 －百万円

１年超 －

合計 －
 

１年内 0百万円

１年超 2

合計 3
 

１年内 0百万円

１年超 3

合計 4

オペレーティング・リ

ース取引（貸手側）

１ 未経過リース料

中間期末(期末)

残高相当額

１年内 685百万円

１年超 6,291

合計 6,977

１年内 683百万円

１年超 5,608

合計 6,291

１年内 684百万円

１年超 5,949

合計 6,633



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式

で時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 
１株当たり純資産額 462.68円

     
１株当たり純資産額 461.32円 １株当たり純資産額 495.67円

 

１株当たり中間純損 
失金額

20.63円
           

１株当たり中間純損
失金額

20.10円
             

１株当たり当期純利 
益金額

7.78円

なお、潜在株式調整後1株当たり

中間純利益金額については、1株当

たり中間純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しており

ません。

同左 なお、潜在株式調整後1株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間損益計算書上の中間(当期)純利益
(百万円)

△1,759 △1,685 701

普通株式に係る中間(当期)純利益(百
万円)

△1,759 △1,685 661

普通株式に帰属しない金額の主要な内
訳(百万円)

利益処分による役員賞与金 ─ ─ 40

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─ 40

普通株式の期中平均株式数(株) 85,315,389 83,864,617 84,998,067



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 (１)自己株券買付状況報告書 

  平成18年４月17日、平成18年５月15日、平成18年６月15日関東財務局長に提出 

  

 (２)有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度 第61期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月30日関東財務局長に提

出 

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

日 本 工 営 株 式 会 社 

 
  
 

   

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本工営株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、日本工営株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間

から固定資産の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間連結財務諸

表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

平成１７年１２月９日

  取  締  役  会   御中

監査法人 ト ー マ ツ

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  斉  藤  智  之  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  内  田  淳  一  ㊞

(注)上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

日 本 工 営 株 式 会 社 

 
  
 

   

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本工営株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、日本工営株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

平成１８年１２月７日

  取  締  役  会   御中

監査法人 ト ー マ ツ

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  斉  藤  智  之  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  内  田  淳  一  ㊞

(注)上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

日 本 工 営 株 式 会 社 

 
  
 

   

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本工営株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第61期事業年度の中間会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損

益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、日本工営株式会社の平成17年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定

資産の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成して

いる。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

平成１７年１２月９日

  取  締  役  会   御中

監査法人 ト ー マ ツ

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  斉  藤  智  之  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  内  田  淳  一  ㊞

(注)上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

日 本 工 営 株 式 会 社 

 
  
 

   

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本工営株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第62期事業年度の中間会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、日本工営株式会社の平成18年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会

計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

平成１８年１２月７日

  取  締  役  会   御中

監査法人 ト ー マ ツ

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  斉  藤  智  之  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  内  田  淳  一  ㊞

(注)上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。
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